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二〇〇三年から二〇〇七年までの平均年率ＧＤＰ成長率は四・三％であり、ＩＭＦ通貨危機直後のマイナス成長を経験した金大中政権期（一九九八〜 二 ）の四・八％よりも低いものであった。李明博政権は高成長に再び回帰することを志向し、それを実現するための政策が「ビジネスフレンドリー」 、つまり企業の事業活動に親和的な環境 整備であった。そのために建設業界最大手現代建設社長出身という経験 生かしてＣＥＯ型大統領になると訴え、李明博は当選を果たしたのである。　
李明博政権の発足後、ビジネス
フレンドリーな政策としてまず具体的に実行に移されたの 、法人
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財閥・大企業を主体 輸出主導の成長を遂げてきた。なぜ今回は特に不満が高まったのであろうか。第一は、大企業の成長の恩恵が中小企業を じめ経済全体 行き渡っていないとの不満である。以前は、大 の輸出 下請けの中小企業の生産を誘発していたが、先にみたように輸出は石油製品や
石油化学、半導体や液晶パネルなど、装置産業が中心になっており、裾野の中小企業への波及は限定的になっている。また組立産業は、二〇〇七〜〇九年前 にかけて原材料価格の高騰、およびリーマンショック以降の世界的な需要の沈滞という危機を迎えたが、これへの大企業の対応のひとつがコスト削減のための下請け中小企業の絞り込み、および下請け単価据え置きないしは切り下げであった。これにより、統計庁の『中小企業実態調査』によれば、製造業中小企業のなかで下請け企業が占める比率は二〇〇六年の五九・二％から二〇〇九年の四三・二％に急落した。残る下請け企業のなかでも、大企業が多く 利益を上げる一方で下請けはコスト削減圧力により利益を出せないとの不満が強まっていた。　
他方で多くの中小企業が依存す
る内需市場は、ウォン安による交易条件の悪化等 二〇〇八年以降、沈滞局面に入 しまっている。以前はみられた輸出企業の雇用・所得の増加を通じた内需の活性化という経路も、労働節約的な装置産業が輸出 主流となっている現状では十分機能しなくなっ




































けて、李明博大統領（当時、以下同）は従来のビジネスフレンドリーからの転換を余儀なくされた。その兆候はリーマンショック直後の二〇〇九年八月 光復節（解放記念日）演説での「親庶民・中道実用論」に現れていた。しかし、転換がより明確かつ具体的になったのは二〇一 年六月の地方選挙での与党敗北以降であり、李明博大統領は大企業と中小企業との「相生」を強調する うになった。ここで政府はに対する明確な規制を導入するよりも、大企業が自主的に中小企業との共存共栄策を実行するように圧力を加える方法を選んだ。李明博政権は企業の自由 経済活動を保障し規制緩和を進めるビジネスフレンドリー いう看板は維持しつつ、実際には財閥・大企業を規制する方向に舵を切ったといる。これに対して財界からは「右側にウィンカー（方向指示器）を出しながら実際は左折しようとしている」との不満の声が出たが、政府の度重 圧力、および世論の反発を恐れて従わざるをえなくなった。
　
まず財閥は反発を呼んでいる事
業からの退出を決めた。その代表例のひとつはＭＲＯ（消耗品購買代行事 ）である。ＭＲＯは、財閥系列企業全体の消耗品の購買を一括して うことにより、中小卸業者に対して強い価格交渉力を発揮して利益をあげて る された。サムスングループはグループ内ＭＲＯであるアイマーケットコリアを売却し、ＳＫ も、傘下のＭＲＯコリアを社会的企業に転換してグループから事実上分離した。もうひとつの代表例はパン・製菓店である。二〇〇〇年代後半になってオーナー家族 直接の指揮のもと 財閥がパン・製菓店やコーヒー ショップに進出する例がみられるようになった。これらの はいずれも店舗を大規模に展開しているわけでは く、高級志向故に街のパン屋等とは市場が異なるものであった。しかし、財閥が零細業者を圧迫す 象徴的存在として真っ先に批判 り玉に挙がっていた。結局、サムスグループは系列のホテル新羅 傘下にあったアティゼを大韓製粉グループに売却し、ロッテグループもフォションを運営し 系列企業を毎日乳業等 売却した。
　
さらに、二〇一〇年一二月には
民間組織として「同伴成長委員会」が設立された。鄭雲燦前総理を委員長に、大企業代表九名、中小企業代表九名、公益代表六名からなり、大企業と中小 間の社会的葛藤をもたらす諸問題を論議して民間で合意を導出しよう するのが設立の趣旨であったが 実際には政府の強い影響の下にあった。同委員会では大きく二つの施策が議論の遡上に上った。ひとつは「超過利益共有制」である。これは大企業が年初に設定した目標以上の利潤を上げた場合、そ 一部を貢献度に応じて下請け 中小企業に還元しようとするものであった。一部の大企業で導入されている従業員とのプロフィットシェアリング制度を、下請け中小企業にも適用して単価切り下げ圧力を緩和しようとする鄭雲燦委員長のアイデアであった。しかし発想が社会主義的であ として財界からの猛反発に遭って結局実現には至らなかった。　
同伴成長委員会が行ったもうひ
とつの試みが中小企業適合 種の指定である。これは大企業が中小企業との合意を た事業について自主的に撤退ないし拡大を抑制し
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財閥規制と中小・零細企業の保護育成策は二つのジレンマを抱えている。ひとつは成長・雇用促進と大企業・財閥規制の間のジレンマである。李明博政権期の平均ＧＤＰ成長率は盧武鉉政権期よりも低い二・九％、直近の二〇一 年も二・〇％と低迷した。同年の就業率（就業者数／生産年齢人口）も五八・三％にとどまっており、朴槿恵大統領は任期中にＯＥＣＤ平均の七〇％程度まで引き上げ ことを公約にしている。そのため朴大統領は財閥に対して投資 雇用を大幅に増やすよう強く求めている。しかし、財閥からすると事面で様々な枠をはめられて、最終的に規制策がどこまで行われるか不透明ななかで、投資と雇用を増やすこと は多くの困難がともなう。将来的には と成長のどちらを優先させるのか、政府は選択を迫られる可能性もある。　
二つめは中小企業の保護と育成
のジレンマであ 。朴槿恵政権は中小企業の育成、発展を成長戦略の中核に据え、さ に今後、研究開発に対する支援など多くの企業支援策を 小企業中心に改編する方向を打ち出している。特に中小零細企業のなかから新たに大企業
へと飛躍を遂げる企業が多く生まれて雇用を創出することを期待している。しかし、中小企業適合業種制度では、上位財閥の系列だけでなく、近年、中小企業から大企業へと成長を遂げた企業 主力業種まで、中小零細業者の強い要請により規制の対象になる例が出てきている。これでは中小零細企業からさらに成長を遂げようとする動機付けが働かない。それ以外にも、これまで中小企業に対して各種の手厚い支援 行われており、中小企業の範疇から外れ とこれら支援がなくなってしまうためにあえて成長 ブレーキをかけてしまう「ピーターパンシンドローム」の存在が指摘されている。大企業規制と中小企業支援がかえって企業の成長にとってマイナスとなってしまう政策のジレンマをどのように解消するかも大きな課題となっており、新政権の今後の手腕が問われている。（あべ
　
まこと／アジア経済研究所
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